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【要 約】本稿の目的は、企業活動に関する写像を組織的に提供するとした会計目的に適合する認
識・測定アプローチとしていかなるアプローチが適切なのか、また、利益計算の認識・測定システ
ムが会計目的とどのようなかかわりをもってきたのか、その変遷を明らかにし整理をすることであ
る。 
 意思決定有用性アプローチにより、会計機能にもとめられたのは、当該企業の財政状況や経営成績
等、企業の“ありのままの姿”を組織的に描き出すことであった。 
 本稿では、意思決定有用性アプローチによる会計思考の変化を３つの点（①利益計算の特質、②利
益計算の思考、③測定原理の拡大）で確認をした。①では、それまでの処分可能性から業績指標性へ
むけてのより多くの関心と収益の認識に「実現可能性基準」の適用をみたこと。②では、利益計算の
思考が、収益・費用アプローチから資産・負債アプローチへと移行し、包括利益概念の導入がなされ
たこと。③では、測定原理として、時価・現在価値測定がそれまでの原価主義にかわってその役割を
担うようになったこと、である。こうした変化、つまり実現可能性基準、資産負債アプローチ、時価・
現在価値測定の具体的な適用例を３つの基準（①金融商品会計、②減損会計、③退職給付会計）にて
概観をした。そこでは、確実なる測定値ばかりではなく将来事象の予測値までをも積極的に計上する
ことで企業の現況を伝達しようとしていることは認めることができる。 
 しかしながら、いくつかの批判も指摘できる。たとえば、①現在価値測定自身に対する批判、②財
務報告が示す測定値についての批判、また、③未実現評価損益の取り扱いに対する考え方である。 
 いかなるアプローチが会計目的を達成するアプローチとして適切なのか、それは新しく多様な取引
の出現による会計事象の把握とともにこれからの検討課題である。 
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はじめに 
 会計の役割、目的に関して 1960年代にその思潮に大転換があった1。それまでの配当可能利
益の算出等にみられた利害調整機能2という会計手続き中心の目的から会計情報の利用者指向
の会計目的への転換3である。アメリカ会計学会が 1966年に公表した１冊の報告書『基礎的会
計理論』（ASOBAT：A Statement of Basic Accounting Theory）には、会計の目的が次のよう
に記されている4。 
  「会計の目的 
  会計の目的は、つぎにかかげる色々の目的に対して情報を提供
．．．．．．．．．．．．．．
することである。 
１． 限りある資源を利用することについて意思決定を行う
．．．．．．．
こと。これはもっとも重
．．．．．
要な意思決定の領域を確定しまた目的や目標を決定すること
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
をふくむ。 
２． 組織内にある人的資源および物的資源を効率的に指揮、統制すること。 
３． 資源を保全し、その管理について報告すること。 
４． 社会的な機能および統制を容易にすること。     （傍点は筆者）」 
 利害関係者5の意思決定に有用な情報を提供するという意思決定有用性アプローチによる会
                                                          
1 中村教授（[13],75頁）。 
2 中村教授（[14],7頁）によれば次のように説明をされている。「会計の利害調整機能とは、資本利益計算
から生れる数値が利害関係者の間で結ばれる取引ないし契約の基礎として役立つこと、言い換えれば会計
数値が契約の締結・履行に市場価格を介することなく直接作用することをいい、契約支援機能とも呼ばれ
る。」 
3 何故、会計の目的観の転換がなされたのか。中村教授（[14],5-6頁）は次のような見解を述べられている。 
「…経済が成熟段階に達し価値観が多様化した段階では、経営における選択と集中が重要となってくる一
方、資源が流動的に移動することによって人々が欲する良質な財・サービスが安価に提供されなければな
らない。そのためには市場にたいする行政介入は極力これを抑制し市場を競争的で公平なものにする必要
があった。とりわけ競争的で公平であるべき資本市場では、資金をやり取りする市場参加者は明確なルー
ルのもとで自己の責任において適切に判断し自由に行動することを求められるが、そのためには判断のも
とになる正確な情報が市場参加者によって広く共有されなければならない。ここに情報公開とりわけ企業
内容の十分な開示が求められることになったのである。」 
4 ASOBAT（[1],(訳)5-6頁）。 
5 企業の利害関係者とは、SFAC１号（[2],(訳)20-21頁）に次のように述べられている。すなわち、経済的
意思決定の基礎を営利企業と自己との関係、また営利企業の知識におく多くの人々は、財務報告によって
提供される情報に潜在的な関心をもっている。たとえば、出資者、与信者、仕入先、将来の投資者および
債権者、従業員、経営者、取締役、得意先、証券アナリストおよび財務顧問、証券ブローカー、証券発行
引受業者、証券取引所、弁護士、エコノミスト、税務当局、監督官庁、立法機関、経済新聞および報道機
関、労働組合、商工団体、ビジネス調査機関、研究者、学生その他一般大衆が財務報告の潜在的な情報利
用者などである。出資者、債権者および従業員のようなある集団の構成員および潜在的な構成員は、特定
の営利企業と直接に経済的利害関係をもっているかまたもつと考えられている情報利用者である。また、
営利企業の経営責任を負っている経営者および取締役も当該企業と直接的利害関係をもっている。一方、
証券アナリストおよび財務顧問、監督官庁ならびに労働組合のような他の利害関係者集団の構成員は、企
業と直接的利害関係をもっているかまたはこれからもとうとする人々を助言もしくは代表するという意味
で、企業と利害関係者をすでにもっているかまたは間接的利害関係をもっている人々である（para.24）。 
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計の役割、目的は、APB４号6にて提唱された実質優先の思考7のもとで、会計事象の認識、そ
してその測定にかかる計算手法にも変化を与えてきたように思われる。つまり、これまでの確
．
実な
．．
事象の認識・測定から、後述するが、ある程度確実な将来
．．．．．．．．．
会計事象までをも進んで認識・
測定しようとしたことである。 
 その後、こうした会計の役割、目的がより徹底され、1978年、アメリカ財務会計審議会（以
下、「FASB」という）が公表した概念フレームワーク、SFAC１号（Statement financial 
Accounting Concept No.1：以下、概念書は、「SFAC」という略称で記す）では、営利企業に
おける財務報告の基本目的が、より具体的に“会計情報の利用者に有用な情報を提供する”と
規定され、それは当該企業への正味キャッシュ・フローの見込額を含めた企業評価に役立つ情
報であるとして、次のように述べられている8。 
 「…現在および将来の投資者、債権者その他の情報利用者が配当または利息により将
来受領する現金見込額額、その時期およびその不確実性ならびに有価証券また債権の譲
渡、途中償還または満期による現金受領額をあらかじめ評価するのに役立つ情報を提供
しなければならない。…財務報告は、投資者、債権者その他の情報利用者が、当該企業
への正味キャッシュ・インフローの見込額、その時期および不確実性をあらかじめ評価
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
するに役立つ情報
．．．．．．．．
を提供しなければならない（para.37）。（傍点は引用者）」 
 さらに、同様な見解は、国際会計基準委員会（以下、「IASC」という[現 国際会計基準審議
会（IASB）]。なお、同委員会が公表する基準書を IAS[現 IFRS]という略称で表示する）が
1989 年 7 月に公表した概念フレームワークにおいても規定され、そこでは、財務諸表の目的
は、広範な利用者が経済的意思決定を行うに当り
．．．．．．．．．．．．．
、企業の財政状態、経営成績及び財政状態の
変動に関する有用な情報を提供することにある
．．．．．．．．．．．．．．．
（para.12）とされ、この目的のために作成さ
れる財務諸表は、ほとんどの利用者の共通の要求を満たすものである（para.13）、と述べられ
ている。ここで言う経済的意思決定に有用な情報とは、現
．
金及び現金同等物等
．．．．．．．．．
キャッシュ・フ
ローを発生させることのできる企業の持つ能力であり、利用者にとってこうしたキャッシュ・
フローの発生する時期、確実なる金額は、その企業を評価するための有力な情報となる9。 
 意思決定有用性アプローチのもとでは、企業を評価する情報が求められ、その指標の１つが、
潜在的なものも含めた当該企業によるキャッシュ・フロー稼得能力であり、それらは企業の現
                                                          
6 アメリカ公認会計士協会（AICPA）の会計原則審議会ステートメント第４号（Statement of the Accounting 
Principle Board No4）「企業の財務諸表の基礎をなしている基本概念と会計原則（Basic Concepts and 
Accounting Principle underlying Financial Statement of Business Enterprises）」 
7 APB４号では「財務会計の基本的特質」の１つに挙げている。 
8 SFAC１号（[2],(訳)28頁）。 
9 IAS（[3],(訳)25頁）「…財務諸表の利用者が行う経済的意思決定には、現金及び現金同等物を発生させる
．．．．．．．．．．．．．．．
企業能力を評価し、それらの発生時期及び確実性が評価されることが要求される
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。この企業能力によって、
例えば、従業員及び仕入先への支払、支払利息の支払、借入金の弁済及び企業の所有者への配当支払能力
などが最終的に決定される。利用者は、企業の財政状態、経営成績及び財政状態の変動に焦点を当てた情
報が提供される場合には、現金及び現金同等物を発生させるこの企業能
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
力の評価
．．．．
を、より行いやすくなる
（para.15）。（傍点は引用者）」 
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下の状況を的確にあらわす情報でもある。たとえば、企業の経済活動がキャッシュ・フローの
流出入をもたらし、現在、企業がいかなる状況なのか、つまり企業がどの程度の財産を持ち、
どの程度の債務を負っているのか、元手である資本の運用状況はいかようになったのか。また、
利益稼得の観点からは、企業がはたして利益を生みだしているのか、否、これから利益をだそ
うとしているのか、また逆に、これまでの利益が今後、減少しようとしているのか、未来の情
報も含めた利益稼得状況の提供である。したがって、会計機能にもとめられるのは、こうした
当該企業の財政状況や経営成績等、企業の“ありのままの姿”を組織的に描き出すことなので
ある。中村教授（[13],81頁）は、会計の役割、目的について次のような見解を述べられている。 
 「会計は、基本的には企業活動の測定を通じてその写像を産み出し、これを報告する
機構である。この会計が経済社会で存立することを許されるのは、１つには市場機構の
働きからかなりの程度隔離され、ある広がりをもつ企業の内部組織や中間組織において、
価格システムに代わって、またそれを補完する形で資源配分を行い、企業構成員の行動
をコントロールするのに役立つからであり、また会計が単一主体としての企業の活動を
収益性の観点から管理するのになくてはならないものとみなされるからである。かくし
て会計の役
．．．．
割は、企業活動に関する写像を組織的に提供することと企業やその構成員の
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
行動のコントロール・メカニズムとして働くこと、の
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
２
．
点である
．．．．
…（傍点は筆者）。」 
 本稿の目的は、企業活動に関する写像を組織的に提供するとした会計目的に適合する認識・
測定アプローチとしていかなるアプローチが適切なのか、また、利益計算の認識・測定システ
ムが会計目的とどのようなかかわりをもってきたのか、その変遷を明らかにし整理することで
ある。  
 
1. 意思決定有用性アプローチと会計の利益計算思考 
 投資者および債権者等利害関係者の当該企業への関心事は、「…企業の業績とその倒産可能
性、換言すればその安定性と継続性にある。」そして、「…財務会計ではこれらに対して提供で
きる有用な情報は、いまなお企業が生み出す利益であり、コーポレート・ガバナンスをめぐっ
て提起される問題点も、多くの場合、企業の業績とそれを示す利益である。」10 
 このように利害関係者の関心事は、企業が稼得する利益11に裏付けられた企業業績にある。
このため、（稼得）利益計算は会計の重要な機能として存在するが、意思決定有用性アプローチ
のもとで、この利益計算にかかる思考も変質してきたように思われる。ここでは以下の３点に
                                                          
10 高田教授（[11],4-5頁）。 
11 嶌村教授（[9],99 頁）によれば、今日の経済社会における企業の活動目標は、企業の社会的性格のため
に種々の制約をうけながらも、究極的には利益におかれているのは事実である、として次のような見解を
示されている。「…会計の基本的な計算目的は必然的に利益の算定におかれるのは事実である。したがって、
会計の基本的な計算目的は必然的に利益の算定におかれることになる。…投資者を中心とした利害関係者
の共通的な関心は企業からの将来のキャッシュ・フローにおかれ、それはまた、企業の将来の純キャッシ
ュ・フローに依存するものである。したがって、そのような企業の純キャッシュ・フローの予測に適合し
た情報が有用な会計情報ということになる。利益情報は、将来のキャッシュ・フローが本来的に企業の業
績に左右される性質のものであるから、その意味でも有用な情報を提供しているとみることができる。」 
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ついて確認をしておく。すなわち、① 利益計算の特質―処分可能性から業績指標性へ―、② 利
益計算の思考―収益・費用アプローチから資産・負債アプローチ―、③ 測定原理の拡大―原価
主義会計から時価・現在価値会計―、である。 
 
 1.1 利益計算の特質―処分可能性から業績指標性へ― 
 企業の利益計算は、“業績指標性と処分可能性”にその特質があった12。それは当該企業の業
績が利益とのかかわり方における意思決定にとって重要であるとともに処分可能利益の算出に
よる利害調整という会計機能の両方に合致したためである。 
 “業績指標性と処分可能性”という特質は、会計の目的、役割をこれまでの利害調整機能に
求めた場合、どちらかといえば処分可能性の方にウエイトが置かれていたようである。なぜな
ら、利害調整機能では、株主に対する配当可能利益や課税当局による課税所得等の処分計算が
優先されること、資産の評価替えや未実現利益の計上が排除されること、また確実なる取引記
録から処分可能利益の算出が可能となること、さらに企業の資金運用のてんまつがそのまま表
示され経営者の受託責任が明らかになるからである。そして、こうした“処分可能性”という
利益計算の特質に最も適したアプローチが、認識面では発生主義の原則、測定面では原価主義
の原則であったことは周知の通りである。 
 発生主義会計13は、現金収支の時点とは無関係に収益や費用が生じたことを意味する経済的
事実の発生時点でそれらを計上し14、収益と費用の対応関係を重視するところに特徴がある。
発生主義会計は、①実現原則、②発生原則、③対応原則という３つの基本原則に支えられてい
る15。たとえば、売上高などの収益は、実現原則に従って認識され、売上原価・販売費・支払
利息などの各種の費用は、発生原則に基づいて計上される。そして、最後に、対応原則により、
収益と費用を対応づけ、その差額が各期間の利益として計算される16。 
 一方、測定原則としての原価主義会計は、投下資本（支出）の回収（収入）計算構造として
把握される。Paton & Littleton（[6],(訳)18-20頁）は原価主義会計を強く主張する論者である
がその主張の根拠はおよそ次の３点である。 
                                                          
12 嶌村教授（[9],27-28頁）。 
13 発生主義会計は、それまでの現金主義会計、半発生主義会計の欠点を補うことを目的として発達してき
た。現金主義会計の欠点は、信用経済のもとでの収益、費用が、各々、現金収入・支出にもとづいて計上
されるため、経営活動による成果（収益）と努力（費用）の対応がなされないことである。また、半発生
主義会計も同様に、現金主義会計よりその対応関係の改善がみられるものの不適切な点が多い。とりわけ、
固定資本に対する資本的支出と運転資本の増減をもたらす収益的収支の把握についてである。 
14 収益は、現金収支の時点とは無関係に重要な事実が発生した時点で認識される。ここでの重要な事実は、
一般には、販売取引の成立に伴う商品の引渡しやサービスの提供をいう。一方、費用も現金支出の時点と
は無関係に、経営活動の過程において、収益の獲得のために財貨やサービスを消費した時点で認識される。 
15 発生主義会計は、収益・費用の価値増減をその発生事実にもとづいて認識する会計であり、実現主義に
もとづく収益の計上と発生主義による費用の計上とを対応させること、つまり、収益・費用の対応を中心
とした利益計算システムである。 
16 桜井教授（[8],72頁）。 
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① ある交換の対価は、その交換の瞬間において買手と売手とが相互に同意しあった評価
をあらわすものである。 
② こうした評価は、その交換の瞬間以後、価値が変化しても記録された当初の交換価値
は多種多様の取引を同質的な尺度であらわすための最上の手段である。 
③ 価格総計は取引についての主要な量的な事実であり、客観的に決定された金額である。
このため、その測定値は第三者に対して証明力がある。 
 Paton ＆ Littletonによれば、取得原価は交換の対価として当事者が相互に同意した確実な
る評価を持ち、客観的に決定された現金収支に基づく金額である。また、この金額は第三者に
対して証明力を持ち、この検証可能な取引価額を測定基礎とすることは、出資者に対する経営
者の受託責任報告や処分可能利益の計算面での適合性にも合致するのである。 
 費用を発生原則で認識し、収益は実現原則で認識する。そしてその評価は取得原価主義で行
うという伝統的な認識・測定アプローチのもとでは、業績指標性は、処分可能利益の計算構造
に制約されたうえでの業績指標性である。 
 しかしながら、意思決定有用性アプローチのもとでは、こうした利益計算の特質も変質して
くる。処分可能性に関する特質が後退し、業績指標性に対するより多くの期待（関心）である。
業績指標性は、企業活動の現下の状況を的確にあらわす情報であり、それは企業がいま生み出
す利益だけではなく、将来の稼得できる利益まで
．．．．．．．．．．．．
もあらわす情報を含み、それがひいては当該
企業の安定性、継続性の情報となり利害関係者の意思決定を左右する。 
 ここで将来的な利益稼得情報まで提供されるのは、「⒜ 実現した、または実現可能および ⒝
稼得される」という２つの条件を満たした場合に取引を認識
．．．．．
するという規定による（SFAC５
号 para.83）。SFAC５号では、実現概念を広く捉え、収益および利得計算は、取引の完結を待
つことなく実現可能な状況となる事象
．．．．．．．．．．．．
、それは取得もしくは所有資産の交換時点ではなく、容
易に既知の現金額、または現金請求権に転換される時点
．．．．．．．
にて認識されること、また、⒝ 稼得さ
れるとは、稼得した収益は、稼得されてはじめて認識されるもので、企業が収益によって表現
される便益を受け取るにふさわしい義務を、事実上
．．．
、果したときに稼得される。これを「実現
可能性基準」と呼ぶ17。そして、この基準を根拠として、資産の未実現評価損益が計上され、
また当該企業の潜在的なものも含めたキャッシュ・フロー能力が表現されるようになる。 
 
 1.2 利益計算の思考―収益・費用アプローチから資産・負債アプローチへ― 
 会計の目的観の変化は、利益計算思考に対しても影響する。すなわち、収益・費用アプロー
チから資産・負債アプローチへの移行である18。収益・費用アプローチでは、財産変動をもた
らす要因、それがプラス（増加）であるかマイナス（減少）であるかはともかく、その要因を
抽出（収益・費用の認識）し、会計期間内でそれらを差引きすることにより利益を計算する。
                                                          
17 弥永教授（[16],72頁）。 
18 財産法と資産・負債アプローチとは考え方が良く似ている。しかしながら、後者はストック、フローの
各々の構成要素である資産、負債の定義を行い、それをもととして収益・費用の規定を行い、利益計算す
ることから本質的には異なっている。 
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ここでの利益は、伝統的な認識・測定アプローチ（原価・実現主義会計を根拠として）と保守
主義思考により計算された確定した処分可能な利益
．．．．．．．．．．．
である。収益・費用アプローチでは、利益
の発生源泉と当該期間の成果が明らかになり、また、期中の活動量＝ネット・フローも示され
ることから、長い間、会計実務として受け入れられてきた。しかしながら、収益・費用アプロ
ーチでは、収益・費用の期間対応をあまりにも重視するため、 繰延資産のような“実体のない
資産”や引当金のような“確定した債務ではない負債”が認識計上され、また、保守主義思考
による未実現利益の排除がかえって債券等の評価を実態とはかけ離れたものとして表示し、意
思決定に有用な会計情報を利害関係者に伝達するという会計の目的と齟齬をきたすようになっ
た。 
 現在、会計規制19の理論的指針ともいうべき概念フレームワーク20とりわけ、アメリカ財務会
計審議会（FASB）、及び国際会計基準審議会（IASB）が指向するフレームワークは、財産有
高（ストック）を明らかにして利益計算をするアプローチ、すなわち資産・負債アプローチを
指向しており、その目的は、会計情報の記録・伝達行為にかかる意思決定有用性に向けられて
いる。 
 資産・負債アプローチは、資産を将来における経済的便益が企業に流入すると期待される資
源（サービス・ポテンシャル）として、また負債を将来の経済的資源・便益の現在の価値犠牲
として各々定義をし、収益は資産の増加または負債の減少、費用は資産の減少または負債の増
加として把握される。つまり、利益は、純資産の純増額として規定される。ここでの利益は、
期末の資産・負債の評価額から求めるが、それは期末における資産・負債ストックをゼロから
評価し直すのではなく、期中における個々の取引フローの認識による資産・負債項目おける増
減の累積額として期末評価前の期末の資産・負債ストックを算定し、さらに決算時点において
現行の基準で要請される評価替えを行い、その結果算定される資産額と負債額との差額である
純資産の期首期末の差額としての利益である21。資産・負債アプローチでは、期中における個々
の取引フローの認識による資産・負債項目の増減累積額の算出や期末における評価替えの必要
性から、そこでの測定原理はこれまでの原価主義を主体にしたものとは明らかに異なったもの
となる。そして、こうして計算された持分変動額（利益）は、包括利益（Comprehensive Income）
22として捉えられる。 
 
                                                          
19 会計に関する法令施行および会計基準設定の内容をさす。また広い意味では法令の改正、基準設定の改
訂の内容も含む。 
20 概念フレームワークとは、会計規制の理論的指針ともいうべきものであり、これによって首尾一貫した
会計基準を導き出すことができる。たとえば、財務会計及び報告の性質・機能、限界を規定する相互に関
連した基本的及び基本概念の整合的な体系である。なお、それらは会計基準の設定・解釈・適用にあたっ
て繰り返し参照されなければならない  
21 徳賀教授（[12],40頁）。 
22「包括利益とは、出資者以外の源泉からの取引その他の事象および環境要因から生じる一期間における営
利企業の持分の変動である。包括的利益は出資者による投資および出資者への分配から生じるもの以外の、
一期間における持分のすべての変動を含む（SFAC６号 para.70）。」 
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 1.3 キャッシュ･フロー稼得能力と現在価値測定 
 意思決定有用性アプローチにおける測定原理は、時価・現在価値測定が主としてその役割を
担う。なぜなら、企業が現時点で保有する資産価値を算出するには、期末時点での評価替え（時
価）が求められること。また、利益計算は資産・負債の定義に基づき計算され、それらは将来
のキャッシュ・フロー流入・流出額によるとされているからである。つまり、時価・現在価値
測定の適用である。 
 資本維持に重点をおいた従来の利益計算（伝統的な認識・測定アプローチ）では、利益は、
一定期間の企業活動の結果生じる純資産の変動額―それは所有主からの投資と所有主への分配
を除いたものであるが―として求められる。そこでの利益は、資本（持分ないし純資産）が維
持され、かつ原価が回収されないかぎり認識はされない。 
 一方、潜在的なものも含めたキャッシュ・フロー稼得能力は、期末における企業の物的生産
能力が、所有主の取引を除き期首における物的生産能力を超過したときに生ずるものである。
ここでの利益は、営業資産が物的に取り替えられた後に認識されるが、ある一定時点の物的生
産能力は、利益稼得に使用される純資産の時価と同額となる。すなわち、時価（Current Value）
には、当該純資産の将来の利益稼得能力に関する期待も織り込まれていることになる23。 
 SFAC５号は、現在原価、現在市場価値、正味実現可能（決済）価額、将来のキャッシュ・
フローの現在（または割引）価値について規定しているが、このうち、現在原価、現在市場価
値、正味実現可能（決済）価額等は、時価概念にかかわる測定属性として、また、将来のキャ
ッシュ・フローの現在価値（現在価値測定）は、実際の現金収支額ばかりでなく、将来におい
て実際になされるであろう現金の支払いおよび受取りを考慮した測定属性であると規定されて
いる（para.67）。 
 現在価値測定が意図するのは、その資産が将来的に保有することとなる（あるいは、負うこ
とになる）価値（将来のキャッシュ・フロー）を予測し当該測定値を現在の測定値に引き戻す
．．．．．．．．．．．
ことで、推計ではあるが
．．．．．．．
、その資産（・負債）のある一定時点での価値（負債は、負の価値）
を明らかにすることにある。このことは、これまでの伝統的な認識・測定アプローチに基づき
計算されていた測定値から、企業が現に所有し、また将来、潜在的に所有する（または、負担
する）ことになる“価値”についてもその測定範囲に含むという意思表示をしたものであると
いえよう24。 
 
２．意思決定有用性アプローチの会計基準への適用例 
 このように処分可能性から業績指標性への移行、それに伴う利益計算思考の変化および測定
アプローチの時価・現在価値測定への変換は、企業が市場に対して当該業績を発信するためで
                                                          
23 Richard G. Schroeder, Myrtle W. Clark, and Jack M. Cathey（[5],(訳)85-86頁）。 
24 高寺教授（[10],23頁）は「…現在、国際的圧力の下で会計システム・デザイナーが会計情報のプロセッ
サーばかりでなく、さらにはクライアントに対するコントロールを強めながら、会計システムをコンベン
ショナルな発生基準会計からアーティフィシャルな『現在価値会計』（正確には『会計における現在価値基
準測定』）へ変換する運動が展開している。」と述べ、現在価値測定の重要性の高まりを指摘されている。  
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あり、そこで生みだされる会計情報は投資意思決定判断の拠り所となる。 
 現在、多くの先進国の会計基準25では、実現可能性基準、資産負債アプローチ、時価・現在
価値測定の具体的な適用がなされている。たとえば、⑴ 金融商品会計、⑵ 減損会計、⑶ 退職
給付会計等である。金融商品会計では資産負債アプローチのもと実現可能性基準により、時価
測定が１部の有価証券の評価に適用されている。減損会計も同様なアプローチのもとで減損か
否かの判断を時価・現在価値測定に求めている。また、退職給付会計においても現在価値測定
が適用されている。ここでは、これら会計基準の内容から意思決定有用性アプローチによる会
計目的観を確認する。 
 
2.1 金融商品会計26 
 原価・実現主義会計のもとでは決算期日における有価証券評価にかかる損益は原則として発
生しない（低価法適用は除く）が、それでは保有する有価証券の評価額が市場の実態とはかけ
離れた価格で貸借対照表上に計上されてしまう恐れがある。また、クロス取引のような損益発
生にかかる経営者の恣意性も指摘される。このため、会計情報の利用者指向の観点から企業の
保有する有価証券評価についての対処が求められていた。 
 SFAS115 号（以下、FASB のステートメントを「SFAS」という略称で記す）27によれば、
企業の保有する有価証券のうち、売買目的証券（Trading Securities）28、売却可能証券
（Available-for-Sale-Securities）29は、公正価値（Fair value）で評価される。なお、満期保
有証券は償却原価にて評価される。このように保有目的によりその評価を分けて考えることは、
各々有価証券の属性に適った評価をすることで企業の有価証券保有状況を適正に表現すること
ができるものと考えられる。公正価値とは、自発的な意思のある買い手と売り手の間での現在
の取引価格である。活発な市場が存在する場合、市場価値が公正価値の最善の測定値である。
その根拠は、投資家や債権者その他の利害関係者にとって、当該企業の投資状況および投資成
果を知り、今後の投資意思決定に利用できるのはある公正なる市場における評価額、つまり、
公正価値に有用性がみいだされること、また決算時における不本意な益出しによる恣意性の排
除も可能であるからである。 
 しかしながら、こうした評価を適用することにより未実現評価損益の処理が問題となってく
る。売買目的証券による損益は当期の損益計算書に直接計上―「包括利益」として―されるが、
売却可能証券では、包括利益の１要素として―「その他の包括利益」として―株主持分に区分
表示される。 
 売買目的証券の評価による未実現評価損益は発生した期間に認識されるが、それは発生主義
                                                          
25 FASB、IAS、日本の基準等であるがここでは、主として FASB、IASを例としている。 
26 デリバティブ（先物、オプション、スワップ）も当然含まれるがここでは、説明を簡単にするため除外
し有価証券だけを対象としている。 
27 FASB（[4],pp1549-1571）。 
28 短期的な価格変動により利益を得ることを目的として保有されている証券である。 
29 満期保有証券とも売買目的証券とも分類されない有価証券を指す。 
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による会計基準と整合性があるからである。また、この損益は、SFAC６号による包括利益の
定義とも整合性を有している。なぜなら、包括利益は、純資産額の変動に基づくことから資産
の市場価格の変動もその計算に含まれるためである。他方、売却可能証券における未実現評価
損益は、売買目的証券に振り替えられるか、または売却するまで認識はされない。したがって、
売却可能証券の会計処理は、市場の変動による未実現評価損益をそれが発生した期間に対応さ
せるとした発生主義によるものではないことから30、ここでの未実現評価損益は、その他の包
括利益として計上される。 
 
 2.2 減損会計31 
 将来的に利用し続けることが予定されている資産について、当該資産の簿価を回収できない
状況や変化が存在するならば、その資産の価値を見直し、利害関係者に当該資産の“真の価値”
を提供することは上述した会計目的観と軌を一にするものである。 
 SFAS144 号（[4],pp.2645-2711）では、（事業用）資産の減損は、当該資産の割引されない
．．．．．．
将来のキャッシュ・フロー
．．．．．．．．．．．．
がその資産の簿価より小さい場合に認識される
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。減損による損失額
は、資産の簿価が資産の公正価値（時価）を超過する簿価との差額である。つまり、当該資産
の簿価と比較するのは、割引されない将来のキャッシュ・フローの総額とその資産の公正価値
（時価）であり、この内いずれか大きい方を簿価と比較しその差額を損失とする。 
 また、IAS36 号（[3],(訳)597-621 頁）では、資産の減損の兆候が存在するかを毎期検討し、
そのような兆候が生じていた場合、回収可能額（Recoverable Amount）を見積もることが要
求される。回収可能額は、その資産の使用価値と正味実現可能価格の大きい方の金額である。
使用価値は、資産または資産グループを使用し続けた場合の価値であり、それらを継続的に使
用した場合とその後の処分によって見込まれる将来のキャッシュ・フローの現在
．．．．．．．．．．．．．．．
価値
．．
である。
また、正味実現可能価格は前述した測定属性からもわかるように時価測定である。SFAS144
号、IAS36号両基準とも資産の利用し続ける価値（使用価値）には現在価値測定、売却価値（正
味実現可能価値、公正価値）では、時価による測定が求められる。しかし、売却価値は活発な
る市場が存在する場合に求められるが、こうした市場のない場合、合理的に決められた測定値
をもって代替とするが32、現在価値測定もその代替値の１つである。 
 減損会計（ここでは償却性資産を対象）の根拠は、SFAC６号の「資産」の定義 para.25、26
による、「（資産とは）…ある特定の実体により取得または支配されている、発生の高い将来の
経済的便益…（para.25）」、「…単独または他の資産とむすびついて直接的または間接的に将来
の正味キャッシュ･インフローに貢献する能力を有する、発生の高い将来の便益…（para.26）」
に求められる。資産の役割は、それを利用する実体に用役または便益を提供する希少な能力を
                                                          
30 Richard G. Schroeder, Myrtle W. Clark, and Jack M. Cathey（[5],(訳)344頁）。 
31 減損会計の対象として固定（事業用）資産の減損、また貸出金（金融資産）の減損とあるが、ここでは
固定（事業用）資産の減損についてみる。 
32 代替値として、同種資産の市場価値、この値が入手できなければ、期待される将来のキャッシュ･フロー
の現在価値、オプションプライスモデルのような評価技法にて算出する。 
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継続的に持つことである。しかしながら、企業環境の様々な変化33により、資産の将来の期待
されるキャッシュ･フローが減少し、また、資産の時価が簿価より低くなる場合があり、この場
合、減損が認識される。減損の認識は、営業損益の赤字、キャッシュ･フローのマイナス、使用
範囲、方法の変更等、事業活動からの事実認識によってなされることから減損認識は発生主義
の会計基準とは整合性を有する。なお、減損会計では、損失は発生する
．．．．．．．
が益は発生しない
．．．．．．．
。た
だ、IASでは不必要な簿価の切り下げを行った場合、評価損失の戻し入れが可能となるが、い
ずれも当期の損益に参入される。一方、測定値は、公正価値（時価）または、将来のキャッシ
ュ･フロー測定値（現在価値測定、IAS では使用価値）であるが、公正価値については、償却
資産は、公正なる市場が存在しないことから、代替値として、期待される将来のキャッシュ･
フローの現在価値が使用される。 
 
 2.3 退職給付会計 
 退職給付引当金は、将来、会社がいくら退職金を支払う必要があるか、という将来の退職金
の支払義務である。将来における退職金の支払予定額を退職給付見込額というが、この退職給
付見込額すべてが退職給付引当金になるわけではない。退職給付引当金は、退職給付債務から
年金資産（時価評価）を差し引き計上される。ここで退職給付債務は、退職給付見込額のうち、
すでに従業員が働いた期間に対応する部分
．．
をいいそれは現在価値ベースの計算値を含む金額で
ある。また、年金資産は、事業主が従業員の年金給付を行うため基金などを利用した際に拠出
した掛金の積立とその運用収益の合計額である。 
 退職給付会計では、退職率、死亡率、従業員の勤務期間、給与水準、年金資産の運用収益と
いった不確実な変数の影響により退職給付債務の計算に多くの予測数値が用いられている。た
とえば、退職給付債務を求めるにあたり、まず、将来の退職時に見込まれる退職給付
．．．．．．．．．
の計算を
従業員個人ごと
．．．．．．．
計算する。そして、その金額を実際の勤務期間に応じた現時点の発生金額に換
算する。また、その換算金額を一定の割引率でもって現在価値に割り引く。一方、年金資産の
運用の期待運用益も仮定数値を用いて計算をする。それぞれの過程で不確実な変数が適用され
ている。したがって、退職給付引当金は確定した負債とはならない。このため、不確定な測定
値を補完するいくつかの調整差異（数理計算上の差異、未認識数理計算上の差異、過去勤務差
異、会計基準変更差異）が設けられている。 
 では、何故、こうした予想値にもかかわらず退職給付債務が計上されるであろうか、それは、
企業が抱える将来の債務を明確にするという市場、利害関係者からの要求である。とりわけ確
定給付方式による将来の退職給付義務は、経営に及ぼす影響も大きく、これまで、企業の“隠
れた債務”と呼ばれていた。このため、業績指標としての退職金給付引当金の計上は、企業の
“（負の）価値”を推量するものとして重要である。 
 
                                                          
33 企業環境の変化の例として、資産の市場価値の著しい低下、資産の使用される範囲または方法における
著しい変更等。以下、Richard G. Schroeder, Myrtle W. Clark, and Jack M. Cathey（[5],(訳)323頁）。 
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３．会計目的を達成するための認識・測定アプローチ 
 このように企業の現況をありのままに描き出そうとするとする努力、それは確実なる測定値
ばかりではなく将来事象の予測値までをも積極的に計上しようとすることで企業の“ありのま
まの姿（写像）”を伝達しようとすることであるが、会計基準、会計理論の両方からなされてき
ている。しかしながら、ここに、いまだ、認識・測定に関して、いくつかの解決しなければな
らない問題がある。たとえば、それは現在価値測定自身に対する批判であり、財務報告が示す
測定値についての批判、また、未実現評価損益の取り扱いに対する考え方である。 
 
 3.1 現在価値測定の批判 
 現在価値測定に関する根強い批判があることは良く知られている。例えば、桜井教授は34現
在価値を用いて計算される利益は、新古典派の経済学者が採用する利益と合致することから、
しばしば経済的利益（economic income）と呼ばれるが、こうした経済的利益が実際に計算され
ることはないとして、その理由を３つ列挙されている。すなわち、① 将来キャッシュ・フロー
の予測には著しい不確実性がある
．．．．．．．．．．．．．．
。② 将来キャッシュ・フローは企業資産が一体となって生み
出されるものであり、これを個々の資産に帰属させることはできない。③ 割引計算に用いられ
るべき利子率の適切な選択と測定は不可能
．．．．．．．．．．．．．．．．
である。また、広瀬教授35も「…公正価値情報（ま
たは時価情報）または割引現在価値情報を財務諸表本体で開示することには、にわかに賛同し
がたい。一部の資産項目を時価評価して、これを取得原価主義会計ベースの財務諸表本体で開
示することの意義は、いったい、どこにあるのだろうか…一部の資産項目のみを投資意思決定
情報の見地からみても、業績評価の見地からみてもあまりよくわからない。…取得原価主義会
計を悪用した利益操作に対処したり、投資意思決定情報を充実させるのが目的でないのであれ
ば、時価情報の注記開示で十分であると思われる。」と述べ、それらは注記開示が望ましいとの
見解を示されている。その他、同様な批判は、Schroederら36の論稿にもみられる。 
 
 3-2 混合された財務報告数値の意味 
 測定原理が、時価・現在価値測定まで拡大するならば、そこでの財務報告は、原価、時価、
現在価値測定による数値がそれぞれ混ざり合ったものとなる。そして、そうした財務報告は何
を意味するのか、という問題が生じる。Schroeder ら37は、典型的な貸借対照表における資産
の記載に当たって、下記（次頁参照）のような様々な測定基準が用いられていることを示し、
これらの項目を合計することは、まるでりんごとオレンジを足し合わせるようなものである、
と指摘をしている。また、広瀬教授38は、こうした混合数値の情報では「…処分可能利益を算
定できないばかりではなく、財務諸表本体のなかに原価数値、時価数値、さらには公正価値ま
                                                          
34 桜井教授（[8],84-86頁）。 
35 広瀬教授（[15],41頁）。 
36 Richard G. Schroeder, Myrtle W. Clark, and Jack M. Cathey（[5],(訳)90-91頁）。 
37 Richard G. Schroeder, Myrtle W. Clark, and Jack M. Cathey（[5],(訳)183-185頁）。 
38 広瀬教授（[15],41頁）。 
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でが混入することになり、会計システムとして整合性を欠くことになるばかりでなく、財務分
析を行うことさえもきわめて困難になり、ひいては情報利用者をミス・リードさせるおそれも
生じ、投資意思決定情報提供の見地からも好ましくない」と断言されている。 
 このように財務報告が異なった測定属性で表示されると、そこでの報告は企業の実態を表わ
すものではなく、単なる数値の羅列になるとも考えられる。 
 
        （資産）          （測定基準） 
        現金            現在の価値 
        売上債権          期待される将来の価値 
        市場性ある有価証券     公正価値または償却原価 
        棚卸資産          現在の価値または過去の価値 
        投資            公正価値または償却原価 
        有形固定資産        減価償却後の過去の価値 
 
 3-3 未実現評価損益と包括利益概念 
 前述した実現可能性基準のもと、時価評価により未実現評価損益の計上を認めることができ
るが、評価益
．．．
が計上された場合、その処分可能性について
．．．．．．．．．
どのような処理がなされるであろう
か。前述の例では、売買目的証券による未実現評価益
．
は、当期の損益に計上（包括利益として
計上）、売却可能証券による損益は、資本の部に計上（その他の包括利益として計上）すること
とされている。ここに包括利益概念の導入をみるが、それは評価益の処理についての回答とは
なってはいない。いずれにしても、時価・現在価値測定の導入は、上述した有価証券の評価益
ばかりでなく、販売用不動産によるもの、在外子会社に対する特定の投資の換算による評価益
等39についても生じ、その処理についての課題を残す。 
 
 3-4 会計目的を達成するための認識・測定アプローチ 
 利害関係者に対してその投資意思決定に資する会計情報を提供する、という意思決定有用性
アプローチにより、これまでの認識・測定アプローチも変化してくる。そこでは、企業の業績
表示に重点が置かれることから、従来の発生主義会計を基底としながらも、収益の認識に「実
現可能性基準」が適用され、測定は時価および現在価値測定し、積極的に不確定な会計事象を
把握するものの上述したようないくつか問題も認めることができる。しかしながら、会計目的
の達成、また会計の使命である“アカウンタビリティ”を果すためには、それらの課題をひと
つひとつ解決していく努力が必要である。 
 まず、時価・現在価値測定の問題については、その意義は別稿40に述べたが、要旨を述べれ
ば以下の通りである。すなわち、会計を取り巻く環境の変化から、会計数値としては、過去の
                                                          
39 Richard G. Schroeder, Myrtle W. Clark, and Jack M. Cathey（[5],(訳)151頁）。 
40 拙稿（[7], 93-94頁）。 
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測定値（収支計算ではなく）ではなく将来をも見通す測定値、つまり予測数値が強く求められ
ること。また、現在価値測定の測定値が不確実な推定値でその測定値は否定される、との見解
については、それは現状コストの将来への先送りであり、そうすることは将来の利害調整や会
計責任を放棄することである、として反論できる。 
 次に、混合された財務報告書の意味については、財務報告における測定属性による測定値差
異の存在を理解しておくことも必要がある。なぜなら、それはこれらの測定値が各々経済的資
源としての価値をあらわし、将来の期待される便益として意味をもつことが理解できるからで
ある。 
 さらに、評価益
．
の処分可能性については、処分可能計算と業績表示とを分離して考えるべき
であるとする。すなわち、業績表示としての報告書には評価益を表示するものの処分可能計算
からは除くのである。そうすれば、一期間の営利企業の持分変動表示による当該企業の業績表
示と処分可能利益額の計算が可能になるように思われる。 
 しかしながら、このように述べても、こうした考えが強く推進されているわけではない。
FASB の現状をみても、前述した適用例でも明らかなように、資産・負債アプローチや時価な
いし公正価値評価が支持されているものの純粋な形でそれが貫徹されているわけではなく、包
括利益から一部の項目を除外し稼得利益の計算過程においては収益・費用アプローチの適用を
予定し、収益・費用アプローチとの相互補完関係から両アプローチの併存が容認されているの
が現状である41。したがって、こうした現状の意図するところが何を意味するものなのか考え
なければならない。それは、資産負債アプローチの貫徹および完全なる時価会計の導入へ向け
てのひとつの通過点なのだろうか、また、利益の処分可能計算と業績表示計算においての分離
をめざすものなのか……。 
 いかなるアプローチが会計の目的を達成するアプローチとして適切か、新しく多様な取引の
出現による会計事象の把握とともにこれからもこうした模索はつづく。 
 
むすび 
 意思決定有用性アプローチにより、会計機能にもとめられたのは、当該企業の財政状況や経
営成績等企業の“ありのままの姿”を組織的に描き出すことである。 
 このアプローチによる会計思考の変化を３つの点（①利益計算の特質、②利益計算の思考、
③測定原理の拡大）で確認をした。①では、それまでの処分可能性から業績指標性へむけての
より多くの関心と収益の認識に「実現可能性基準」の適用をみたこと。②では、利益計算の思
考が、収益・費用アプローチから資産・負債アプローチへと移行し、包括利益概念の導入がな
されたこと。③では、測定原理として、時価・現在価値測定がそれまでの原価主義にかわって
その役割を担うようになったこと、である。こうした変化、つまり実現可能性基準、資産負債
アプローチ、時価・現在価値測定の具体的な適用例を３つの基準（①金融商品会計、②減損会
計、③退職給付会計）にて概観をした。そこでは、確実なる測定値ばかりではなく将来事象の
                                                          
41 中村教授（[14],11頁）。 
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予測値までをも積極的に計上することで企業の現況を伝達しようとしていることは認めること
ができる。しかしながら、いくつかの批判も指摘できる。たとえば、それは、①現在価値測定
自身に対する批判であり、②財務報告が示す測定値についての批判、また、③未実現評価損益
の取扱に対する考え方である。 
 いかなるアプローチが会計の目的を達成するアプローチとして適切なのか、それは新しく多
様な取引の出現による会計事象の把握とともにこれからの検討課題である。 
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